連合山口政策委員会

２０１６政策制度アンケート集約結果
【可否の欄の解説】

◎→2017要求として取扱う、○→具現化して通年的な課題とする、△→具現化して再検討する、×→取扱わない（既に実行済、連合政策になじまない等々）

★→国政の課題であり県政では取り扱わない　☆→市町の対応課題であり県政では取り扱わない
１．経済・産業政策

	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	明治維新150年に向けた観光需要の拡大をめざした観光ＰＲの強化を要望する。

（理由）

観光については、もっとＰＲ（メディア等を使って）した方が良いのではないか。期待されていた大河ドラマ「花燃ゆ」においても今いちＰＲが弱かったことから、明治維新150年に向けた観光需要の拡大をめざし、県の強力なリーダシップの発揮による各市の連携強化ならびに観光パッケージの開発と情報発信をお願いしたい。
	県央地協
	商工観光
	県では、今年度より、観光スポーツ文化部を新設し、全県を挙げた観光振興の気運醸成と推進基盤の構築に向け、全力で取り組んでいる。
平成27年12月に策定された「おいでませ山口観光振興条例」に基づき「やまぐち観光推進計画」の改定作業も進められている。（平成28年12月改定予定）
明治維新150年（平成30年）に向けた取り組みが中心に置かれており、「やまぐち幕末ＩＳＨＩＮ祭第2章」及び「デスティネーションキャンペーン」の展開等、市町との連携を含む関係者一体となった取り組みが推進されている。

また、アウトカム指標（宿泊者数や観光客数）や観光振興施策の進捗等の「見える化」に向けたアウトプット指標の設定も検討されており、雇用創出に繋がるような積極的な投資も期待される。
これらの取り組みを促進するため「市町との連携」「受け入れ環境の整備」を重点的に強化するよう要請する。


[image: image1]
	◎

	県は、2015年12月に「おいでませ山口観光条例」を策定し、地方創生戦略の一つとして観光事業に力点を置いていると認識している。とりわけ、「やまぐち観光維新」と称して、条例に基づく観光地域づくり、観光産業の振興、受け入れ体制の充実等に力を入れていることから、この取り組みが雇用創出に繋がるよう積極的な投資をされたい。
	中部地協
	商工観光
	
	

	防府・周南などのコンビナート地区を対象とした「ものづくり観光」を推進するよう要望する。

（理由）
東大阪のものづくり中小企業の現場をめぐる視察やツアーを行う「ものづくり観光」が注目を浴びている中、日本でも有数のコンビナート地区を有する周南・防府において、モノづくり関連企業と、歴史･文化・風土などの地域資源とをマッチングさせた新たな観光交流・集客アイテムである「ものづくり観光」を推進することにより、地域への集客を図り、地域ブランド化及び活性化につなげる。

また、山口県の推進するテーマツーリズムの一環としても、子供の体験プログラムや講演などのパッケージ化により観光需要の拡大が望めるのではないか。
	県央地協
	商工観光
	
	

	平成25年に岩国錦帯橋空港が開港され、宇部空港と共に県内二つの空港を持つ利便性を生かして観光に更に力を入れた活動を期待する。
	化学・エネルギー部門
	商工観光
	
	


	地域産業の存続・発展に向けた県内商品の積極使用やPR活動を推進されたい。
	東部地協
	商工観光
	県では「山口県ふるさと産業振興条例」等により取り組んでいるものの、県内企業の製品・技術等のＰＲを工夫し、充実させるよう要請する。
	◎

	県内のものづくり企業の製品を積極的にアピールして欲しい。

（背景）

弊社の場合、特定部品の加工先が多忙になると納期の為に加工実績の無い部品を他の協力企業に発注を行う等して対応しているが、初めて加工する、加工設備が違うなどで不具合や納期遅延等の問題が多くなっている。新たな加工先を探し発注をしているが、県外になる事があり不具合修正や納期対応にどうしても問題が残っている。県内で加工先の情報共有が出来れば対応・納期について改善されると思う。
	金属部門
	商工観光
	
	


１．経済・産業政策―（２）中小企業政策

	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	高齢世代の社会参加は、生き甲斐やモチベーション維持・人財の有効活用・社会貢献といった観点から重要で、現在、周南市において「シニア人材マッチングバンク」が設立されるなど、県内の市町でこうした高齢者の能力活用の動きがでてきている。

県としてもシニア世代に、長年培った技術・技能、経験、資格等を活かし活躍できる機会を与えるため、その技術を活用したい中小企業への人材紹介や講師派遣等、県主導による県内全域をカバーする仕組みづくりを検討されたい。
	西部地協
	商工観光
環境福祉
	県においては、高年齢者の就業促進として、再就職のための職業訓練やキャリアカウンセリング、県内に41箇所設置しているシルバー人材センター（出張所を含める）を通じた多様な就業機会の提供に取り組んでいる。
	×


１．経済・産業政策―（３）産業政策－①産業・企業の活性化策

	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	瀬戸内の中堅造船各社は、円安により受注を伸ばしているものの、中・韓造船各社との熾烈な低価格競争に晒されている。

こうしたなか昨年、県の漁業調査船「第二くろしお」が県内事業者へ発注されたにも拘らず、残念ながら契約には至らなかった経緯があるものの、引き続き漁業取締船・公害調査船・実習船等のアルミ新造船・修繕船については、県内造船所へ優先発注されたい。
	西部地協
	商工観光農林水産
総務企画
	既に取り組まれている。昨年は、県内事業者が多忙により、契約に至らなかったと聞いた。引き続き、県議会でフォローしていく。
	○

	山口県所属の取締船・調査船等の修繕について、地元企業での契約を優先していただきたいことはもちろん、その予算についても適正かつ十分に配分していただきたい。
	西部地協
	
	
	

	造船各社は、中国・韓国等と熾烈な国際競争に晒されており、受注確保に苦慮しており実態にあり、県が発注する新造船・修繕船等について、県内業者へ優先発注されたい。
	金属部門
	
	
	

	山口県のステンレス生産量は、全国の６割のシェアをもつ、いわゆる県産品である。ステンレスについて、電気炉で生産するため電力を大量に消費する。そのため、電力料金が安価で安定的に供給されることが望ましい。周南市で特区申請等の実績もあるが、県として、引き続き安価な電力活用策等について、県内の各企業が安定して生産できる電力対策について検討されたい。
	金属部門
	商工観光
	当該構成組織の課題であり、個別に対応願いたい。
	×

	ものづくり生産拠点において、中小企業がＴＰＰ原産地規則の「完全累積制度」を活用し、メリットを受けるための支援体制を、強力かつきめ細やかなものとするよう要請する。
	金属部門
	総務企画
	内容が抽象的であることから、要請に馴染まない。まずは、状況の把握が必要である。
	△

	海外で事業展開を図ろうとする地元企業に向け、海外事業拠点における中核的労働基準（結社の自由・団体交渉権、強制労働の禁止、児童労働の廃止、差別の排除）の遵守に関し、特に注意を呼び掛けるよう要請する。
	金属部門
	商工観光
	県では、「やまぐち海外展開方針」を策定し、県内の中堅・中小企業の海外展開を継続的に支援していく方針であるが、海外事業拠点においても労働基本権が遵守されるための取り組みも必要であることから、要請する。
	◎


１．経済・産業政策―（３）産業政策－②人材育成

	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	中小規模企業の人財育成に関しては、「中小企業の熟練技術者を訓練施設へ派遣し指導者を育成する事業」や、「技術指導者の育成支援」等、企業ニーズにそった施策が展開されており、評価するところである。

今後も各事業の効果について検証され、中小企業への周知と、よりニーズに即した事業として継続実施されたい。
	西部地協
	商工観光
	中小企業におけるものづくり現場の生産性向上への支援策について、充実させるよう要請する。

具体的には、「カイゼン指導者育成事業」の要素を活かした事業展開を図るよう要請する。
	◎

	経済産業省が2015年度から展開している「カイゼン指導者育成事業」は、各地域にものづくり企業ＯＢなどを、カイゼン活動の指導者（カイゼンインストラクター）として養成する「カイゼンスクール」を設置し、地元の中小企業などに「カイゼンインストラクター」を派遣して、現場の生産性向上を図ろうという取り組みである。経済産業省の予算（中小企業・小規模事業者人材対策事業）の獲得に先行してカイゼンスクールを設置し、その後、予算獲得を図るよう要請する。
	金属部門
	商工観光
	
	

	次世代へ“ものづくり”の魅力を伝える観点から、若者や子供達に“ものづくり”が体験できる機会が増やせるよう「ものづくりフェスタ」や「ものづくり出前教室」等が実施されていることについて、評価するところである。

引き続き、本事業のさらなる充実とともに、ものづくり”の魅力や必要性などを伝えるESD(持続可能な開発のための教育)が、小・中・高等学校の必須教育となるよう検討されたい。
	西部地協
	商工観光
文教警察
	県内の小学校には「山口県の工業」の本を配布や工場見学、中学校では職業体験、高等学校ではインターンシップ等継続的な山口県の産業教育を実施している。工業系の高等学校を中心として、学校で使用する機械、設備も地元企業と同じにするなども実施している。
	×

	ものづくりの基本は「人」であり、特に若年層の技術・技能の向上は産業に活力をもたらすものである。

こうした認識に立ち、次世代を担う若年技術者の育成に向けて「産業人材実地セミナー事業」「産業人材育成に向けて、県立高専等におけるロボット競技大会支援」等を推進されていることについて、評価するところである。

引き続き、県内産業を支える将来の優秀な人材を育成すべく、新たな発想を生む取組みと技術・技能の継承に向けた取組みを展開されたい。
	西部地協
	商工観光
	既に取り組んでおり、既存の取り組みについて県議会等を通じてチェック・フォローしていく。
	○

	県として“ものづくり産業”を中心とする中小企業への人材育成策について、様々な観点で取り組みを進められている。特に技術・技能伝承の取り組みは、絶え間なく継続的に行っていかなければ、営々とした企業継続はできないと考える。これまでの取り組みと合わせ、優れたコーチャーを育てることも重要と考えている。教え方のうまいコーチャーの育成に向けて、「コーチャー育成講座」等を各地域で開催するなど、県として技術・技能伝承の取り組みについて企業ニーズを捉えた取り組みを検討されたい。
	金属部門
	商工観光
	先ずは、民間で取り組むべき内容であり、県要望にはなじまない。必要に応じ、経営団体等へ要請していく。
	×

	整備士の人材不足が問題視されている中、山口県は職業訓練校が周南市と下関市に２校あるのみで入校人数をみても東部と西部で毎年20名程度であり、規模から考えると新卒人数自体が不足していると思う。

整備士を目指す人を増やすためにも自動車整備専門学校を開校し、採用の間口を広げて欲しい。
	金属部門
	商工観光
	先ずは、実態を確認し、必要に応じて県議会等で要請していく。
	△

	企業それぞれで特殊性が有るため育成教育は様々だと思うが、どの様なやり方をしているかの情報共有するしくみは作れないだろうか。最終配属までに全部署を経験させている所も有るでしょうし力量を上げる為に専門教育を実施している所も有るのではないかと思う。
山口県の産業全体の成長という観点から、県が仲介役となり、業界全体での研修会や交流会の開催、協力会社を含めた会社見学などの環境を作って欲しい。
	金属部門
	商工観光
	中小企業での取り組みは困難なため、コンビナート連携等による取り組みが促進されるよう、県も支援している。
	×


１．経済・産業政策―（３）産業政策－③その他

　特になし。

２．雇用・労働政策

	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	扶養の配偶者や子供に家族手当支給されているが、削減、廃止の方向に企業は動いている。一方、従業員の立場からすると負担が増えるのみとなる。子育て支援を企業も含めて行えるような制度を願う。例えば、家族手当の厚い企業には法人税の優遇措置を受けられるなど。
	東部地協
	環境福祉
総務企画
	国の動きもあるので、少し様子見をする。なお、県としては企業の助成など子育て支援に取り組んでいる。
	○

	介護現場の基本的課題として、他業種と比較し約10万円も低いといわれる介護職員の処遇や研修等の改善対策があげられるが、介護施設等では、労務の実態として、サービス残業が常態化し、有給休暇は忌引きにしか使用できない状況もある。県は、介護施設の監査を２年に一度実施していると聞いているが、日程は事前通知によるもので実態を把握しきれているのか危惧している。優秀な人材を確保するためにも、基本的な課題とともに、労務実態の改善に向けて指導を強化されたい。
	中部地協
	商工観光
環境福祉
	まずは実態を確認し、再検討する。必要により、労務実態の改善に向けた指導強化を県議会等で求めていく。
	△

	片働きが主流であった時代は、最低賃金で働く労働者は家計補助的な労働者と考えられていたが、現状では、その労働者が主たる生計労働者となっている割合も増加している。また、雇用形態の違いによって賃金格差が生じるとともに、非正規社員の賃金や待遇は十分な状況になく、安定した収入が確保されているとはいえない。若い世代が将来の生活に希望を持って家庭を築き、子供を育てることができる社会を実現するためにも、最低賃金を引上げることは極めて重要である。したがって、県は、国や最低賃金審議会に対し、出来るだけ早期に最低賃金800円を実現することや、最低賃金の引上げに当たっては、経営基盤の弱い中小企業に対し、経営力の強化や経営の安定化を進めるための総合的な支援・諸施策を強力に実施するなどの提言を内容とする意見書を提出されたい。
	中部地協
	商工観光
	要望としては取り扱わないが、重要な課題であることから、別途　知事や県議会に対してアプローチしていく。
	○

	地方自治体における公契約条例の制定を促進し、公契約のもとで働く者の適正な労働条件の確保および質の高い公共サービスの提供など、公契約の適正化をはかるためにも、県の責任で早期に条例を制定されたい。
	中部地協
	総務企画


	社会保険労務士会が、公契約の下で働く者の労働条件審査を行っていることから、この活用も含めてチェックを充実させるよう要請する。
	◎


	若年者の職場定着をさらに促進するため、卒業生の就職先企業の就労実態、離職状況などの情報収集・情報提供をさらに強化するとともに、卒業生に対する専門高校のカウンセリング体制を強化するよう要請する。
	金属部門
	商工観光

文教警察
	卒業後は、基本的に若者就職支援センターがフォローするものであり、カウンセリング体制の強化を学校に求めるのは難しい。

卒業生の就職先企業の就労実態、離職状況などの情報収集・情報提供をさらに強化するよう要請する。
	◎

	関係機関と連携し、一層、各種労働法制の周知徹底に努めること。
	中部地協
	商工観光
	勤労者や経営者はもとより教師や学生に対しても労働法の周知徹底を図るよう要請する。
	◎

	いわゆる「ブラック企業」が生まれないよう、勤労者や経営者に労働法の周知徹底をはかるため、労働講座の開設・充実を要請する。高校生の「ワークルール検定」受験を推奨するよう要請する。
	金属部門
	商工観光
	
	

	仕事量の増加に伴い仕事量と人員のアンバランスが生じ①休日出勤で作業②長時間勤務での対応が必要となっている。
労働時間短縮や有給取得について具体的な促進策・目標が有れば働く人本人の体力面・精神面の疲弊の解消になり、結果として企業の活性化に繋がると考える。

企業任せ、労働局任せにするのではなく、山口県としても有給取得目標○○日、残業○○時間／月など目標を掲げて取り組んでいただきたい。そうすることで、労使交渉が今以上にやり易くなると考える。
	金属部門
	商工観光
	県では、６月議会の補正予算に、「やまぐち働き方改革推進事業」として1,600万円の予算を計上した。やまぐち働き方改革推進会議の設置や、やまぐち働き方改革支援センターの設置等により、具体的な取り組みが始まったばかり。県議会でも注視していく。
	○

	厚生労働省より、これまでは１ヶ月の残業時間が100時間に達した場合に行っている労働基準監督署の立ち入り調査について「80時間を超える残業のある事業所に対象を広げる」と表明した。ワークライフバランスの観点から、県としても働き過ぎによる健康被害を被ることのないよう、企業に働きかけを行って欲しい。
	化学・エネルギー部門
	商工観光
	
	

	60歳以上のシニア世代が多く働く時代にあって、働きやすい環境整備は重要な取り組みとなっている。反応が鈍くなる、目が見えにくくなる、ちょっとした段差等で躓くなど、加齢とともに生じる不安要因に対して適切に対応することが企業に求められる。中小企業に対し、シニア世代が安心して働ける職場環境整備等に資する対応について検討されたい。
	金属部門
	商工観光
	県では、「高年齢者活用促進措置」のひとつとして、高年齢者の機能低下の補完や作業負担の軽減、安全の確保等を目的に機械設備の導入等をした際には、要した費用の一部を助成する取り組みを行なっている。
	×

	派遣・請負化が進んだ事で人の入れ替わりが非常に頻繁にあり、作業や携わる製品に対する理解・知識不足による作業の劣化、危険に対する意識が浸透していない或いは低下している為、品質面、安全面の両方で非常に危険な状況にあると思う。派遣・請負の方の協力は必須な為、品質及び安全の教育・管理が今後さらに重要になると思う。
	金属部門
	商工観光
	まず、民間での取り組みが必要であり、県要望にはなじまない。

中小企業での取り組みは困難なため、コンビナート連携等による取り組みが促進されるよう、県も支援している。
	×

	全国では、ほぼ25万人程度の介護・看護離職者が存在しているが、地方自治体に対し、地域の介護離職の実態について掌握し、介護離職が発生しないよう、個別情報の収集体制・支援体制を構築するよう要請する。
	金属部門
	商工観光
環境福祉
	高年齢化率が高い山口県では喫緊の課題であり、要請する。
	◎


２．雇用・労働政策－（２）非正規に関わる政策
	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	子育て世代のパート等が働きやすい環境整備を一層図られたい。
	中部地協
	商工観光
環境福祉
	抽象的であり、政策になじまない。なお、県では、働き方改革の推進に取り組んでいる。
	×


３．福祉・社会保障政策

	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	県の不妊治療助成制度の拡充を要望する。
（理由）

日本においては，夫婦の10組に１組は不妊に悩んでいるといわれ、近年の不妊が増加し，それに伴って不妊治療を行なう人も増加し、希望通りに出産を迎えることができる人も増加している。
しかしながら、不妊治療は、全額自己負担となっており、１回で10万～100万円の費用が必要と言われている。
山口県では、次世代育成支援の一環として、不妊に悩む方々の不妊治療への経済的な負担の軽減を図るため、不妊治療費の一部を助成しているが、上限が15万円となっており、まだまだ個人の経済的負担が大きく、断念せざるを得ない人もおられる。
岡山県では、治療内容によっては上限30万円となっており、子どもを生み育てやすい環境づくりを推進するため、山口県においても上限額の増額を要望する。
	県央地協
	環境福祉
	県では、平成28年度より特定不妊治療の初回上限を15万円から30万円に拡充するとともに、助成回数を年間２回（初年度３回）から「限度なし」に見直すなど取り組んでいる。
	×

	産婦人科などの地域に不足している医療科目の充実化を要望する。
	東部地協
	環境福祉
	県では、産科医等の緊急確保対策を行っており、今後、取り組み状況をチェック・フォローする。
	○


	県は、子育てにかかる経済的負担を軽減する観点から、ひとり親世帯に限定して、第１子の保育料1/2を補助し、第２子から無料としている。さらに、子育て支援を強化するため、対象者や制度の拡充を図られたい。
	中部地協
	環境福祉
	県では、多子世帯・ひとり親世帯等の保育料負担軽減のため、低所得世帯について保育料の軽減を実施しており、今年度は制度を拡充し、全国トップの水準にある。
	×

	　医療提供体制の維持・構築と医師・看護師等の育成・確保対策や勤務環境改善対策は取り組まれているが、医療現場の厳しさは変わらない。一層の改善支援対策に取り組むべき。

　さらに、地域医療構想は、病床数の削減ありきではなく、地域の実態に即した計画をされたい。
	中部地協
	環境福祉
	まずは実態を確認し、再検討する。必要により県議会等でチェック・フォローしていく。
	△

	保育士・保育所支援センターの設置・機能強化により、保育士の人材確保を進めること。

（理由）

県内各地、特に中山間地において保育士不足が深刻となっている。県は、保育士・保育所支援センターの機能として保育士バンク制度を設けているが、特段の独自施策もなく、保育士確保に効果が表れていない。県外の取り組みを参考にするなどしてセンターを設置・機能強化し、潜在保育士の掘り起こしに取り組んでいただきたい。
	官公部門
	環境福祉
	保育士バンクについては、県内で350～360人の登録者があり、昨年は40人が就職したと聞いている。

保育士不足を解消するには、保育士の処遇改善が重要でると考えられることから、県議会等を通じてチェック・フォローしていく。
	○

	保育士の処遇改善・保育職場の環境改善を進めるための財源確保・予算措置をすること。

（理由）

　2014年４月の消費増税による子ども・子育て支援の充実として、保育所における３歳児の職員配置の改善や、非常勤を含む保育士の給与改善が進めることとされている。これらの改善が、民間・公立を問わず各保育所において適切に実施されるよう指導していただきたい。また、子ども・子育て支援については、2016骨太方針においても「更なる『質の向上』を図るため、消費税分以外も含め適切に確保していく」とされていることから、消費税再増税の延期如何にかかわらず、国県における着実な財源の確保・予算措置をしていただきたい。
	官公部門
	環境福祉
	
	

	県医療勤務環境改善支援センターの機能を強化し、医療従事者の確保を進めること。

（理由）

　2015年９月に開設された県医療勤務環境改善支援センターは、医療機関の経営管理者からの医療労務管理と医業経営に関する相談の対応をはじめ、研修の開催と周知・広報を行うとされている。これらの業務の実績を明らかにし、医療従事者の確保に対する効果を検証するとともに、センター機能の強化に取り組んでいただきたい。
	官公部門
	環境福祉
	県医療勤務環境改善支援センターの運営状況を県議会等を通じてチェック・フォローしていく。
	○

	地域医療介護総合確保基金に係る県計画について、策定過程を明らかにすること。

（理由）

　2014年度から制度化された「地域医療介護総合確保基金」は、市町及び事業者からの事業計画を取りまとめて県計画を策定することとされているが、ホームページを通じて提案募集している他県の例もある中で、山口県では市町及び事業者へ十分に周知されているとは言い難い状況にあり、介護分に至っては県計画の公表すらされていない。県計画の策定過程を明らかにし、市町及び事業者への情報提供と事業提案の取りまとめについて適切に対応していただきたい。
	官公部門
	環境福祉
	地域医療介護総合確保基金については、2015年度から公表されている。
	×

	将来の労働力確保の観点から、少子化対策の推進を要望する。
国の実施する児童手当だけでなく、県内各市で行っている医療費の無料化等特徴ある取り組みを県内全体で展開していただきたい。
	化学・エネルギー部門
	環境福祉
	まずは、市町への要請で対応いただきたい。
なお、県として統一的な支援の可否について県議会で研究していく。
	☆


４．国土・住宅政策

	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	クルーズ船誘致に向けた三田尻港の航路浚渫、耐震岸壁の早期完工等を要望する。

（理由）

三田尻港は、地域住民や観光客の交流の場である「みなとオアシス」として認定され「潮彩市場・防府」を軸にした港の活性化を期待するところですが、港に立ち寄る誘客を考慮した場合の道路環境の整備、また、「潮彩市場・防府」においても様々なイベントもされているものの、誘客の伸び悩みが危惧されているところである。

世界遺産登録や明治維新150年の取り組み、東京オリンピックの開催により、今後、海外からの誘客が期待される中、三田尻港の航路浚渫、耐震岸壁の早期完工等を要望する。
	県央地協
	土木建築

商工観光
	　三田尻中関港は、自動車産業を中心とした臨海工業地帯を支える重要な港湾であり、現在、コンテナ貨物の増加を受け、ヤードの統合整備など物流機能の充実や耐震岸壁の整備など防災機能の強化に取り組んでいる。

平成27年７月「みなとオアシス」の登録を受け、クルーズ船誘致にも積極的に取り組んでおり、平成28年１月には４年ぶりにクルーズ船「にっぽん丸」の寄港が実現した。

なお、三田尻港の耐震化にいては、既に取り組んでいる。
	×

	徳山ポートビルの整備については、周南市の強みを生かした活性化のための拠点として整備するよう要望する。

（理由）

徳山駅南北自由通路も完成し、街の賑わい創出を目的とした新徳山駅ビルも2018年の開館をめざし、整備が進められる中、山口県が建て替えを予定している徳山ポートビルについては、単なるフェリーターミナルの整備とするのではなく、ⅰ）南北自由通路、ⅱ）新徳山駅ビル、ⅲ）新幹線、ⅳ）近隣施設の周南市地方卸売市場水産物市場、ⅴ）フグ延縄漁発祥の地という歴史・文化、ⅵ）コンビナートの夜景などの周南市の強みを生かした活性化のための拠点として整備していただきたい。
	県央地協
	土木建築
	徳山ポートビルについては、耐震化や老朽化対策が必要なため、建替える方針で検討しており、その際、周辺施設の機能集約も含めて検討を進めることとしている。

街の賑わい創出については、周南市において、徳山駅南側の賑わい創出に関する検討が開始されており、市の検討内容を踏まえ、徳山下松港フェリーターミナル再編に関する計画の検討を進めることとしている。
	×

	中山間地域における公共交通網の維持・確保にむけ、県による先導的な施策の展開を要望する。

（理由）

高齢者が犠牲となる交通事故があとを絶たない。高齢化が進む一方で免許証を返却しても日常の移動に自由が利く自家用車が手放せないのも事実であり公共のバス運行網や時間帯等の利便性を向上する取組が必要ではと感じる。

公共交通網の維持・確保は、地域実態を把握する市町の取り組みではありますが、コンパクトシティーの推進をより加速するためにも、中山間地域のバス路線について、ミニバンやセダンといった車両へのダウンサイジングと合わせた増便や定時性の向上などのサービス改善やデマンド交通への転換を行う取り組み等に対する県による支援を行なうとともに、先導的な施策の展開などの検討を要望します。
	県央地協
	総務企画
	公共交通網の整備と充実をはかるため、各市町や事業者への支援を要請する。

またその際には、ＩＣカード導入によるビッグデータによる分析・改善手法を取り入れるよう要請する。

	◎


	山口県は本州最西端であり、近年では若年層の九州への流出や商業施設の利用低下が強く感じられるが、近隣県との通勤や観光客の利便性を向上させるために、県内の各交通機関共通で利用できるICカード化を推進されたい。




	西部地協
	総務企画

商工観光
	
	

	住居の浸水はもとより幹線道路の浸水や土石流などが発生しないように、危険と診断調査されている箇所や揚水ポンプ及び水路の整備・増強を早急に行い「自然災害に強いまちづくりの推進」を求める。

（背景）

　岩国市では、ここ数年、台風や豪雨による水害被害が目立っている。平成17年は台風14号により美川町の南桑地区、藤河地区および岩国市の川西地区で住宅の浸水被害が発生した。

平成26年には、豪雨による土砂災害で１名亡くなり、岩国市の広範囲にわたり住宅浸水の被害が発生した。また、和木町でも瀬田川の氾濫により100世帯が孤立するという事態も起きた。

これらは、いずれも水による被害であり、河口に近いことも加味すれば、高潮との二重被害も考えられる。また、揚水ポンプの整備不足やダムの貯水管理も原因のひとつではないかと考えられる。
	東部地協
	土木建築
	　国では、全国で発生した大規模災害を検証し、水害や土砂災害等に関する防災・減災対策の方向性を取りまとめた「水災害分野における気候変動適応策のあり方」を公表(H27.８月)している。

県では、国の方針を受け、河川改修やダムの整備を着実に進めるとともに、既存施設の機能が発揮されるよう長寿命化計画に基づく、効果的な維持管理を進めることで、治水機能の向上と保持に努めている。

　また、水位局の増設による河川監視体制の強化や想定し得る最大規模の洪水を対象とした浸水想定図の整備を進めるなど、ハード・ソフト両面から総合的な治水対策を実施している。
	×

	県は、中山間地域でのビジネスづくりとして、「やまぐちサテライトオフィス誘致推進事業」や、「中山間移住創業マルシェ事業」に取り組んでいる。この2つの事業が中山間地域の少子高齢対策として人口回復に向けた支援や環境整備に繋がるよう積極的な推進を図られたい。
	中部地協
	総務企画

商工観光
	平成28年度から県が実施しようとしており、県議会と連携しチェックしていく。
	○

	公園設備に健康器具を設置するなど、地域におけるコミュニケーションの場の充実化を要望する。
	東部地協
	総務企画
	公園の管理者は市町であることから、県への要請には馴染まない。
	☆

	少子化の影響からか、県内各地の公園で、遊具が何年も使用禁止（破損等）になったままの状態が見受けられる。身近な所で子どもたちを安全に遊ばさせる環境づくりを推進されたい。
	中部地協
	土木建築
	公園の管理者は市町であることから、県への要請には馴染まない。

なお、県においては、平成25年度に「山口県公園施設長寿命化計画」を策定しており、この計画に基づき、各公園の管理者において、計画的な修繕及び更新を実施している。
	☆

	道路・橋梁等などの老朽化対策は、「県民の命を守る」観点から喫緊の課題であると認識している。日本のステンレス生産量の約6割が山口県内で生産されていることからも、インフラ長寿命化によるランニングコストの縮減に向け、耐腐食性に優れたステンレス棒鋼等をはじめとしたステンレス製品の使用拡大を検討されたい。

また昨年も要請したが、ダム・堰・水門・排水機場などの、耐腐食性が求められる河川内施設については、引き続きステンレス製品の使用をお願いしたい。
	西部地協
	土木建築
	個別の業種の課題であることから、連合山口の要請としては馴染まない。

　なお、県においては、ステンレス棒鋼等をはじめとしたステンレス製品について、ランニングコスト縮減の観点に加え、公共工事における地産地消の推進の観点からも、使用拡大に向けて研究することとしている。

　また、ダム・堰・水門及び排水機場等の河川関連施設については、今後も用途に応じて、施設整備箇所の腐食環境や耐久性、経済性を総合的に勘案し、ステンレス製品の使用を検討することとしている。
	×

	アルミニウムについては、軽量で加工性がよく、また腐食し難くリサイクルにも適していることから、缶材に多く使用されてきたが、最近は高強度のアルミ合金が開発され、車の部品としての使用が拡大されるとともに、建材としても実用化されてきている。

アルミ建材は、軽量のため支柱も少なく広いスペースが確保でき、あわせてデザイン性も高いことから、現在県内各地で整備が進められている公共施設（アーケード、バス乗り場のひさし等）への、幅広い利用を検討されたい。
	西部地協
	土木建築
	個別の業種の課題であることから、連合山口の要請としては馴染まない。

　なお、県では現在、交通機関関連の公共施設の整備を行ってはいないが、建築工事において、サッシ窓や手すり、間仕切り壁などデザイン性や耐久性を考慮しながら、アルミニウム製の建材を積極的に利用しており、今後も、修繕等の中でアルミニウムの資材特性が十分に発揮できる箇所での利用について検討することとしている。
	×


５．教育政策
	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	高校の再編については、慎重な対応を求めるとともに、県内企業への就職支援の強化を要望する。

（理由）
少子化による生徒数の減少やニーズの多様化への対応として、県立高校の再編が進められていることは、一定理解しつつも、南陽工業や徳山商工などの専門高校においては、県内企業への就職率も高いことから、慎重な検討を要望するとともに、県内企業への就職支援の強化を要望する。

あわせて再編に伴う交通事情による生徒の教育への影響や再編による経済的負担にも配慮していただきたい。

また、県立高校の再編は、ややもすると財政的視点からの検討が優先される懸念があることから、就学ニーズの多様化に対応した魅力や特色ある学科の新設にも積極的に対応するようお願いする。
	県央地協
	文教警察

商工観光
	１学級あたりの生徒数を原則40人として、これまでと同様に１学年４学級から８学級を望ましい学校規模として再編計画作成。平成27年度から平成36年度まで。再編整備の実施計画は４年単位で策定することとし、生徒の入学状況の変化等に応じて、２年毎に見直し。検討対象として12校が挙げられている。実施については、地元の意見も聴きながら進めていく事となっている。

交通事情については、近年の私学校の様に、スクールバス導入(ｺﾐｭﾆﾃｨｰﾊﾞｽも兼ねる)も提案しており、引き続き県議会等でチェック・フォローしていく。
	○

	県内の優秀人材育成のため、理数系教育を強化するよう要望する。

（理由）

文部科学省が科学技術や理科・数学教育を重点的に行う高校を指定するスーパーサイエンスハイスクールについては、山口県では宇部・徳山高校の２校のみとなっていることから、県内企業における優秀人材の確保のため、山口県版スーパーサイエンスハイスクールを指定し、理科、数学に重点を置いたカリキュラムの開発や大学等との連携による先進的な理数系教育を推進していただきたい。
	県央地協
	文教警察
	平成29年度より、宇部高校と下関西高校に探究科(人文社会科学科と自然科学科)を設置予定。それぞれで、専門性の高い教育を実施するとしている。

また、「科学の甲子園山口大会」や「理数教育研究大会」も開催している。
	×

	子どもたちに教育の機会を与えるため、各種制度や施設の拡充を要望する。

（理由）

教育行政に関して、県としても子どもが伸び伸びと自分の良さを伸ばせるように、また、家庭等の事情で特別な支援が必要な子どもに関しては、経済的・心身の両面からの支援ができる環境づくりを要望する。
山口県は、全国的にも就学援助制度の申請件数や児童相談所の一時預かりなどの保護件数が多いと聞いている。
そのような子どもたちに教育の機会を与えるためにも、県独自の補助制度の創設・拡充や学校、児童相談所の拡充（例えば、職員数の大幅な増加や施設の整備など）、あらゆる方策を検討・検証した上で今後のビジョンを策定し、取り組みを進められますよう要望する。
	県央地協
	文教警察
	就学支援金や授業料の減免措置を実施している。

また、放課後児童クラブも337か所に設置しており、18時以降の開所を支援する、「放課後児童クラブ時間延長支援事業」も開始した。

児童相談所は、県内６ヶ所にあり、24Ｈ365日対応する様に、中央相談所に相談員を交代で配置しそれぞれから電話が転送される仕組みとなっている。
	×

	小中学校の校舎について、耐震化および老朽化している校舎の建て替えを促進し、安全に勉学できる環境整備を求めるとともに、防音対策や洋式トイレへの切り替えなど設備の改良を求める。

また、生徒数の減少に伴い空いた教室の有効な活用方法について検討するよう求めます。
	東部地協
	文教警察
	県立学校は５月で100％。小中学校は94.1%であり、早期の完了に向け働きかけを実施。全国知事会においても、国に対し、支援措置の充実を要望している。
	×

	中小企業のものづくり産業はとても大事なものだと認識している。しかし、若い人材は都会への進出が多いのが現状である。もっと山口県内にも有望な企業は多々あるということを伝えていただきたい。

例えば、中学・高校の授業カリキュラムに県内の職業紹介をする等を行い、若い人材がテレビ等の映る大企業だけでなく、もっと広い視野をもち、意欲をもってその職種につけるではないかと考える。
	東部地協
	文教警察

商工観光
	県内の小学校には「山口県の工業」の本を配布や工場見学、中学校では職業体験、高等学校ではインターンシップ等を実施し普通科についても94.6%である。
やまぐち教育応援団登録事業所などを通じて紹介している。
	×

	山口県の魅力を小学校、中学校などの教育の場で学習してもらい、ふるさとを大切にする又は県外に進学しても就職は山口に戻って来たくなる魅力ある場所であることを子どもたちに伝えていき、今後の人口減を防がれたい。
	金属部門
	文教警察
	防長教育として、実施中である。より充実させるよう県議会等でチェック・フォローしていく。
	〇


６．環境・エネルギー政策

	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	県は、山口県再生可能エネルギー（太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・日食用バイオマス等）推進指針（2013年3月策定）に基づき、各種事業に取り組んでいると認識しているが、さらなる新エネルギー政策を推進されたい。
	中部地協
	商工観光
環境福祉
	既存の取り組みについて、県議会等を通じてチェック・フォローしていく。
	○

	国のエネルギー基本計画に水素の利活用が謳われるなか、山口県においては全国の約10％の水素が副産物として生成されることから、水素先進県を目指した取組みが進められている。

こうしたなか、再生可能エネルギーと水素を用いた自立型エネルギー供給システムや水素燃料電池フォークリフトなどが開発され、“ものづくり産業”においては水素の利活用による製造コストの削減が期待されている。

早期の山口県「地産地消型」水素サプライチェーンの構築を目指し、取組みを加速されたい
	西部地協
	商工観光
	水素の利活用については、全国でも先駆けた取組みをしている。県議会活動の中でも重要視し、再々取り上げてきた。山口県「地産地消型」水素サプライチェーンの構築の実現等も今後も引き続きフォローしていく。
	○

	山口県には電力多消費の装置産業が多くあり、電力料金の大幅な値上げは、企業競争力を低下させ、県内の産業基盤を揺るがすことになりかねない。

産業用電力価格を東アジアで比較（2012年IEAデータおよび中国国家発展改革委員会発表資料）してみると、中国・韓国は、日本の約半分程度（日本：15円/kＷh、中国８円/kＷh、韓国７円/kＷh）で生産活動を行っている実態にある。

国際競争におけるイコールフィッティングを目指し、将来にわたる電力料金の安価・安定に向け国との連携を図られ、県内企業の競争力の維持・強化をサポートされたい。
	西部地協
	商工観光
	国政での課題であり、県への要請には馴染まない。
	★

	金属廃棄物のリサイクルを促進するため、都市鉱山の再資源化に向けた各種リサイクル法の整備・見直しの国への働きかけや、県主導による廃棄物を低コストで収集できる仕組みづくりに取組まれ、金属廃棄物が県内で再利用される「持続可能な社会づくり」を推進されたい。
	西部地協
	環境福祉
	市町での取り組みであり、県への要請には馴染まない。
	☆


７．消費者政策

　特になし。

８．人権・平等政策

特になし。

９．行政改革・政治改革
	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	要介護者にかかる申請、届出の方法等が非常に理解しにくい。
	東部地協
	環境福祉
総務企画
	県への要請には馴染まない。
	☆

	県では、地方一般財源総額の確保とともに、地方交付税については、その総額確保や法定率の引き上げ、臨時財政対策債などの特例措置に依存しない制度の確立などについて、全国知事会を通じて国に要望していると認識している。引き続き、地方財源の確保に向け積極的な提言をされたい。
	中部地協
	総務企画
	地方財源の確保に苦慮しているので対策が必要。
	★


１０．その他

	内　　　　容
	提出元
	部　　会
	コメント
	可否

	レノファ山口の更なる発展に向け、県民のチケット購入の際の補助制度の創設等を要望する。
（理由）

Jクラブは、自治体との連携し、資金援助、職員の派遣、施設やアクセスなどのハード面の整備や招待チケットの買い上げなど、各クラブは自治体のさまざまな支援を受けて活動を行っている。
レノファ山口においても、自治体のスポーツの普及活動などに積極的に参加し、クラブがまちに貢献しながら、市民・県民の理解も深めていくと同時に、行政側では、ホームタウンの山口市での取り組みはもちろんのこと、その他の市においても、自治会や企業・団体単位でのレノファ山口との交流機会の創出や交流後の試合観戦ツアーへの補助（バス代の援助・招待チケットの配布・減額）等を行ない、スポーツ振興による「まちの活性化」につなげるよう要望する。（例：清水エスパルスやアビスパ福岡）
	県央地協
	総務企画
	スポーツを通じたまちづくりに寄与する事業として県も関わり、県議会としても通年的に取り組む。
	○
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